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は じめ に

公益事業はその 自然独 占性に基づ き、国民経済のエ リア ・単独の事業分野 とい う枠 内で

政府規制 を受 けなが ら発展 して きたが、近年になってエ リアは世界市場 に拡大(グ ローバ

ル化)し 、業態 も複数 の事業 を兼ね る(多 角化)傾 向 を見せ て いる。1(1～3)で は

EUの 電力 とガスを例 に現代公益事業の変貌 の特徴 を検証 し、II(4)で はこの多角化に

ついて経済厚生上の含意 を検討 し現実の政策類型 との接点 をさ ぐる。
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エ ネル ギー ・ネ ッ トワー クの 変 貌

1

1多 角化の推移

アメ リカの公益事業 は民営が一般的であ り、持株会社が傘下 に電力 ・ガスを束ね るこ と
1)

が可能 である。 しか しヨー ロッパでは国営 であった ものが多 く(表1)、 他分 野へ の進出
2)

(図1)は 付帯事業に限定 されていた。 この ような前提の違 いはある ものの、技術革新 に

よって低 コス トで扱いやすい技術が普及 し、規制緩和に よって コモンキャリッジの制度が

整えられ、各事業へ の新規参入が容易 にな り、従来の枠組 を越 えた公益事業 どうしの再編
3)

が進行 して い る。

表1英 独仏の公企業 公営期間の比較(開 始年～民営化年)

英 仏 独

一

ア レ コ ム 1981(郵 政 よ り分 離)～1984 1991(郵 政 よ り分 離)～1997 1989(郵 政 よ り分 離)～1995

電 力 1948(CEGB)一 一一1990 1946(EdF)～

1923(VIAG}一 一1988

1929(VEBA)一 一一1987

1898(RWE)一 一一

ガ ス 1949{BritishGas)‐1986 1949(GdF)一 一一 一

水 道 1973(WaterAuthorityト1989 一 一

図1多 角化の2方 向(例)
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エ ネ ル ギー ・ネ ッ トワー クの 変 貌

この うち電 力事 業 とガ ス事 業 に つ いて は次 の よ うなプ ロセ スが形成 され て い る(図2)。

技術 革新 に よ って形成 され た電 力事業 とガス事業 の統合 を 「コンバー ジェ ンス」 と呼 ぶ

こ とが 多い。 図2の 左側 は電 力(燃 料 、 発 電、 送 電線)、 右 側 は ガ ス(探 査 ・生産 、 パ イ

プ ラ イン)、 中 央が コンバー ジ ェンス領 域 で あ る。

上流 では火 力発 電 に天 然 ガ ス を燃料 とす るCCGT(combined-cyclegasturbine)の 使

用 が一 般 的 とな り、 パ イプ ライ ン と発 電所 が技 術 的 に接 続 され た こ とを示 して い る。 この

ガ ス ター ビ ン技術 の進 歩 で電力事 業 は 自然独 占性 を失 った と言 われ る。 しか しまだ この統

合 が普 及 して い る訳 で は な く、発 電 エ ネル ギー の 中 での 天然 ガ スの シェ ア はOECD(2001)

に よれば1999年 の数値 で英36.3%、 米23.0%、 独21。4%、 仏13.2%、 日本12.1%で あっ た。

中流 では電 気 ・ガス の裁定 取 引 が行 わ れ、規 模 の経 済 に よって コス トを節 約 で きる。 そ

こか ら送 電線 、パ イプ ラ イ ン を通 り下 流 の小売 段 階 でバ ン ドル して供 給 ・販 売 され る。

この よ うに川 上 か ら川 下 まで電 力 とガ ス を統 合 す る動 きは1997年 にEnron(ガ ス)に

よ るPortlandGeneralElectric(電 力)の 合 併 、DukePowerCompany(電 力)に よ る

PanEnergyCorporation(総 合)の 合併 に よ って始 まっ た。

また電 力 ・ガ ス は垂 直 統合 の中 だけ で な く、 電源 の小 型化 ・分 散化 の中 で も接 近 してお

り、 「燃料 電 池」 に は天 然 ガ ス を利 用す る ものが あ る。

「マ ル チユ ー テ ィ リテ ィ」 につ い て は
、英独 仏 で は英Centrica(エ ネ ル ギー ・通 信)、

英UnitedUtilities(エ ネ ル ギー ・水道)、 仏Suez(エ ネ ル ギー ・水 道)、 仏Vivendi(水

道 ・通 信)な どが代 表的 であ る。

世 界銀 行 のSommerに よるデ ィス カ ッシ ョンペ ー パ ー は、 マ ル チユ ー テ ィ リテ ィに つ

い ての バ ラ ン ス の とれ た現 状 報 告 とな っ て い る(Sommer2001a、b)。 それ に よれ ば マ

ルチユ ー テ ィ リテ ィ とは、規 制 緩和 とITの 発 展 に支 え られ 、従 来別 の産 業 であ った公益

4)

事業の統合 であるとされ、その組合せ(表2)が 示 されている。

また独エネルギー企業のRWEの 調査 によれば(山 家2001:40)顧 客の希望 するユー テ

ィ リティの統合 の組合せ は、電気十ガス=80%、 電気 十ガス十水道=64%、 電気 十ガス十

水道+廃 棄物処理=37%、 電気+ガ ス+水 道+廃 棄物処理+通 信=32%で あった という。

この ように明 らかにエネル ギー事業が コアであ り、関連の遠い事業 を兼営す るコングロマ

リッ トとは異 なっている。

2つ の産業間 で代替 的な供 給や相互参 入が行 われ る場合 を植 草益(2000)は 「産業融

合」 と呼んでいるが抽象度の高い概念である。定義 は 「従来は異なる産業に分類 されてい

た複数の産業が、その うちの一方ない し双方の産業 におけ る技術革新 によって相互 に代替

的な財 ・サー ビスを供給 できるようになって、 ない しは規制緩和 によって相互参入が容易
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エ ネ ル ギー ・ネ ッ トワー クの 変 貌

表2世 界 の 主 要 マ ル チ ユ ー テ ィ リテ ィ企 業(Sommer2001a)

事業領域、親会社、国籍 子会社

●電力+ガ ス

TXUAustraliaHoldings/オ ー ス ト リア EasternEnergy,Westar-KinetikEnergy

SEMPRAEnergy/ア ル ゼ ン チ ン EmpresaDistribuidoradeEnergiaAtlantica

●電力+水 道

UnitedUtilities/イ ギ リ ス NorthWestWater,Norweb

SuezLyonnaisdesEaux/フ ラ ン ス Lyonnaisdeseaux,Tractebel

E.ON/ド ィ ッ E.ONEnergie,Gelsenwasser

Enersis/チ リ Chilektra,AguaPotabledetoCastillo

●ガス+水 道

DeeValleyGroup/イ ギ リス DeeValeyWater,NorthWalesGas
響

NiSource/ア メ リ カ IWCResources

●水道+通 信

Vivendi/フ ラ ン ス Generaldeseaux,Cegetel

●ガス+通 信

Centrica/イ ギ'リ ス BritishGasTrading

Williams/ア メ リカ WilliamsCommunicationsGroup

Enron/ア メ リ カ EnronCommunications,EnronBroadbandServices

Metrogas/チ リ MonquehueNet

●電力+通 信

EletropauloMetropolitanaEletricidadedeSaoPaulo/ブ ラジル EletropauloTelecomunicacoes

BSES/イ ン ド BSESTelecom,Orissa

EastiEnergia/エ ス トニ ア EastiEnergiaTelevik

Endesa/ス ペ イ ン AUNA

KoreaElectricPowerCompany/韓 国 Powercom

TenagaNasionalBerhad/マ レ ー シ ア Fibrecomm

●通信十輸送

MAV/ハ ンガ リー PanTel

CeskeDrahy/チ ェ コ CDTelekomunikace

SloveneRailways/ス ロ ベ ニ ア TelemachCommunicationsServices

StPetersburgMetropolitan/ロ シ ア Metrocom

●通信十CATV

UnitedPan-EuropeCommunications/ポ ー ラ ン ド UPCTelewiziaKablowa

Matav/ハ ン ガ リー MatavKabelTV

●電力+CATV

CompanhiaForcaeLuzCataguazes・Leopoldina1ブ ラジル Energipe,Teleserv,Telecabo
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エ ネル ギー ・ネ ッ トワー クの 変 貌

になって、双方の産業が1っ の産業に融合 し、相互の産業の企業が競争関係 に立つ現象」

(同2000:19)で ある として、産業間競争の観 点か ら示 している。

エネルギー産業につ いて、現行技術 では 「送電配電網 でガスや石油 を配送す ることも導

管網 で石油や電気 を配送す るこ ともで きない」(植 草2000:151)た め、配送 ネッ トワー

クの相互利用の困難 さがエネルギー産業 におけ る業種 間統合 を阻害 している、 と植草は指

摘するが、電力 とガスは今や上述の ように共通のプロセスを持 ち始め、産業間統合が進 ん

でい る。

2英 独仏電 力 ・ガス産 業の変貌

2-1EUの エネルギー 自由化 とM&Aの 展開

石炭 の共同管理 ・原子力の共同研究開発 に端 を発 した欧州統合 ではあるが、石油につい

ては共通政策 を展開す るこ とができなかった。 しか し天然ガスが次のエネルギー として注

目され、 「域 内エネルギー単一市場構想」(1988年5月)が 出されてか ら、電力 ・ガスの自
5)

由化が進み始め た。電力 ・ガスの法人向け市場 は2002年 のEU首 脳会議(3月 、バルセロ

ナ)で 、2004年 までに完全 自由化 されることとな った。家庭向け市場 については、EU委

員会が2005年 までに 自由化 を求めてお り、フランスは ようや く反対姿勢 を転換 したため、

早ければ2007年 にも自由化す る見通 しとなった。

電力完全 自由化 を目前 に してM&Aが 活発化 して い る。 その状況 をCodognetら によ

るCERNA(パ リ高等鉱業学校産業経済センター)資 料 で確認 してお こう。
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図4M&Aの 舞 台(ibid.:117)

(件数)

25

20

15

10

5

0

23

14

一

一

i

7
11111

「一 】 「 コ 「]「 コ 「-1
3 4

00
4

i

AustrlaBe「g旧mDenrnarkFinlandFranceGermanyHollandItalyNorwayPortugalSpainSwedenUK

表3M&Aの 組 合 せ(ibid.:123)単 位:件 数

被取得側＼取得側 発 電 配 電 発電・配電 垂直統合

ガ ス 企 業 0 0 1 6

垂 直 統 合 2 0 2 14

発 電 ・配 電 1 0 9 7

配 電 3 5 9 11

発 電 3 2 2 IO

小 計 9 7 23 48

Codogneteta1.(2002)はEU電 力 産業 にお け る1998年1月 か ら2002年8月 までの96件

のM&Aを 分 析 し、1999年 以 後 の87件 につ い て分 類 した(表3)が 、 垂 直 統合 企 業 に よ

6)

る企業 規 模 の拡 大 が 半分 以 上 を 占め、 ガ ス企 業 の買 収 も目立 っ て い る。 またM&Aの 相

手 は国外 よ りも国 内がや や 多 く、舞 台は ドイツが 多い(図3・ 図4)。

この よ うな電 力企業 の販 売電 力量 推移(図5)を 見 る と、 急速 に伸 び る企業 と頭 打 ちの

企 業 に分 岐 して い る。 い ち早 く民営 化 され た英 国 電力 企業 は外 資 に買収 され る一 方、 仏 ・

伊 の よ うな 国営 電 力 企 業 の販 売 電 力 量 は依 然 大 きい。2002年 の販 売 電 力 量 は 仏 ・EdF、

独 ・RWE、 独 ・E.ON、 イ タ リ ア ・ENEL、 ス ウ ェ ー デ ン ・Vattenfall、 ベ ル ギ ー ・

Electrabe1、 スペ イ ン ・Endesaの 順 と予測 され てい る。

2002年7月4日 、EUはWTOサ ー ビス交渉 へ 向け て提 案 書 を提 出 した。EUは この提

案書 で1.専 門サー ビス、2.他 の ビ ジネスサ ー ビス、3.通 信 、4郵 便 ・クー リエサー ビ
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エ ネ ル ギー ・ネ ッ トワー クの 変 貌

ス、5.流 通 サー ビ ス、6.建 設 と関連 技 術 、7.金 融 サ ー ビス、8.環 境 サ ー ビ ス、9.旅

行 サー ビス、10.新 聞 サー ビス、11.エ ネル ギー サー ビス、 を対 象 に外 資規制 等 の参 入障 壁

を取 り除 くよ う求 め て い る。 エ ネル ギー は従 来 のサ ー ビス交 渉 に は登場 しなか った項 目で

あ り、EUエ ネ ル ギー 産 業 はM&Aな どに よってEU域 内 での基盤 固め を終 え て、世 界 市

場へ 進 出 し始 め た こ とを示 す もの であ ろ う。

伊 ・ス ウェー デ ン ・スペ イ ンの企 業 も今 後 の発 展 性 に富 むが 、英独 仏 を例 に グ ローバ ル

化 の要 因 を考 え る。
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図5主 要電 力企業の販売量推移(ibid.:130)

2002

2-2英 独仏 電 力 ・ガ ス産 業 の グ ローバ ル 化

2-2-1イ ギ リ ス

7)
イン グ ラン ド ・ウェー ル ズの電 力事 業 につ い て は1990年 に 中央 発 電局(CentralElec-

tricityGeneratingBoard)が 発 電 ・送 電 ・配電 に分 割 民営化 され た。 参入 は 自由化 され

た が 垂 直 統 合 が 認 め ら れ て お らず 競 争 が 激 化 して い る。発 電 はInnogy(旧National

Power)、PowerGenと 原 子 力 発 電 のBEに 分 割 され、 前2者 は 自由競 争 で シェ ア を失 い

海 外IPP(独 立 発 電 事 業IndepentPowerProducer)に 活 路 を 見 出 し た(Midttun

2001:129)が 、相 次 いで ドイ ツ系 の資 本傘 下 に入 っ た。 送 電 はNationalGridの 独 占 と

な ったが 、 同社 はLatticeを 買 収 してNationalGridTranscoと な った。 配電12社 は全 て
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分 割 され米 系4、 英 系3、 仏 系3、 独 系2と なっ た。

ガ ス事 業 に つ い て は1986年 にBritishGasが 民 営 化 さ れ、 生 産 ・輸 送 ・配 給 もBG

Transco(Lattice)が 圧倒 的 に シ ェ ア を持 っ て い るが 、 同社 はNationalGridに 買 収 さ

れ た。

電 力各社 に ガ ス兼 営 の動 き(ダ ッ シュ ・フォ ア ・ガ ス)が 起 こった のは90年 代 前 半 で あ

り、 配電12社 は全 て 企業 向 け ガ ス供 給 を開始 した。 その うち2社(ScottishPowerを 含

め る と3社)が 水 道 も兼 営 しマ ル チユ ー テ ィ リテ ィ化 して い る。 更 に1998年 に ガ ス、1999

年 に電 気 の小 売全 面 自由化 が な されて相 互 参 入が進 んだ。 この よ うに イ ギ リスで はい ち早

く構 造分 離 が進行 し、 電 力 とガ スの 統合 が進 ん で い る。 また外 資が 参 入 しM&Aが 活発
8)

に行 われ て いる(図6)。 更 に発 電 と配電 の統合 も生 じた。1990年 か ら2001年 まで発 電

量 ・発電価格 を入札によって調整す る電力プール制が行 われた。

図6イ ギ リ ス のM&A(Midttun2001401)

IPP発 電 量 世 界 第3位(1998年)のInnogy(旧NationalPower)は2002年RWEの

子 会社 となっ た。RWEは 子会 社 のThamesWaterとInnogyを 通 じて、 電 力 ・ガ ス ・水

道 の一 括 契約 を進 め て い る。PowerGenは 世 界 第7位(1998年)のIPP発 電 量 を持 って
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い た がE.ONに 買収 され た。 米FERC(連 邦 エ ネ ル ギー 規 制 委 員 会)は こ のPowerGen

買収 の際 に在 米 子会社LousvilleGas&ElectricCompanyの 件 で合 併審査 を行 った。

NationalGridもLatticeの 買収 で 巨大化 したため 在米 子会 社NiagaraMohawkの 件 で、

米SEC(証 券取 引委 員会)が 審査 中で あ る。

2-2-2フ ランス

電力事業 は国営EdF(ElectricitedeFrance)が 発電 ・送電 ・配電について9～10割 の

シェアを占め る。需要家4500万 の うち33%、 売上 の約34.2%、 発電設備容量の14%が 外国

であ り、海外18ヶ 国に電力供給 している(同 社資料、矢 島2002:131)。 なお電力の80%

は原子力発電 である。EdFは 世界最大 の電気事業者 で、原子力発電 に よる余剰電力 を輸

出 していたが、国際連系送電線の建設が制約 とな り、 自国内投資の削減 によって得 られた

資金に よる海外投資に重点 を移 している(玉 貫1998:80-81)。

ガス事業は国営GdF(GazdeFrance)が 輸入 ・輸送 ・配給で圧倒的である。生産 につ

いては国策石油企業エルフが独 占。GdFは 川上か ら川下 まで世界展開 してお り、探査、

生産では北欧か ら象牙海岸 までの要所 を押さえ、パイプ ラインをメキシコで手がけ、配給

を大西洋沿岸各地で行 っている。

電力 もガス も国営のため相互参入がで きず、EdFは 海外子会社 でガ ス事 業に参 入 して

いる。EdFは 国営ではあるが海外M&Aを さかんに行 っている(図7)。

図7フ ラ ン ス のM&A(ibid,:405)
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このよ うに電力 ・ガスの統合 は遅 れている。今 回フランスが電力完全 自由化 を受け入れ

たことで両者の コンバー ジェンスが急速に進行す る可能性が ある。

2-2-3ド イ ツ

ガ ス企 業 は民 間 資本 で あ るが、 電 力企 業 の うちVEBA、VIAGは か つ て政 府 の 出 資 し

た企 業 、RWEは 州 の 出資 す る企業 であ る。競 争 制 限禁 止 法 は1998年 改正 まで エ ネ ル ギー

を適 用 除外 して いた。 同年 修 正 され たエ ネル ギー経 済 法 に よ って電力 ・ガ ス産 業 に競 争 が

導入 され た。

電 力事 業 につ いて は発 送 電8社 の割 拠体 制(RWE、PreussenElektra/VEBA、Bayer・

nwerk/VIAG、EnBW、VEAG、VEW、HEW、BEWAG)か ら4大 グ ル ー プ(RWE 、

E・ON、EdF、Vattenfall)に 集約 され 寡 占化 が進 ん だ(M&Aに つ いて は図8参 照) 。

図8ド イ ツ のM&A(ibid.:403)

ガ ス事 業 に つ い て はRuhrgas(EON傘 下)、RWEGas 、BEBErdgas(Exxon・

Shell系 列)、Wingas(BASFとGazpromの 合 弁)が4強 で あ る。 ガ ス は ドイ ツ統 一 以

後 、 ロ シ ア方 面 か らのパ イプ ライ ン供 給 をめ ぐってRuhrgasと 新 規 参 入 者 との競 争 が 激
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化 した。下流では電 力 ・ガス ・水道 は兼営 の形 で配給 されて きたが、E.ONのRuhrgas

買収によって中流でのインフラ統合が進んだ。

E.ONは1980年 代 に民 営 化 され た2大 持株 会 社VIAGとVEBAが2000年6月 に合 併 し

て発 足 、 それ ぞれ の持 つ 電力会 社PreussenElektraAGとBayernwerkAGも 合 併 して

E.ONEnergieを 形 成 した。水 道 部 門 に はGelsenwasserが あ る。E.ONは2000年EZH

(オ ラ ン ダ ・電 力)、2001年Sydkraft(ス ウ ェ ー デ ン ・電 力)、2001-02年PowerGen

(英 ・電 力)、2002年Ruhrgas(独 ・ガ ス)等 を買収 し、 元来 の化 学 ・金 属 な どの 非 エ ネ

ル ギー 部 門か らエ ネ ル ギー 部 門 に比 重 を移 して い る。Ruhrgasの 買 収 につ いて2002年1

月、独 カル テル庁 は却 下 したが 、 国際競 争 力確 保 の見 地 か ら2002年9月 経済 大 臣 の裁 量 で

承 認 され た。 スイ ス ・ス ウ ェー デ ン ・ハ ン ガ リー な ど近 隣諸 国へ の進 出が 目立つ 。

RWEは1898年 設立 の伝 統 的電 力企 業 で あ る。2000年 ヴ ェス トフ ァー レンの 電 力持 株 会

社VEW、 ガ ス国 内5位 のThyssengasを 買収 した。水 道事 業 で も2000年ThamesWater

(英)、2001年AWW(米)を 買 収 。2002年 に 入 りInnogy(英 ・電 力)、Transgas(チ ェ

コ ・ガ ス)を 買 収 してマ ル チユー テ ィ リテ ィ路線 を推進 して い る。
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3再 編戦略の現在

電力 ・ガス産業の多角化 とグローバル化 とい う傾 向は、公益事業が公共サー ビスを扱 う

普通の産業 として戦略 を展開 してい ることを示す ものであろ う。 この事業再編につ いて現

在指摘 できる特徴 を述べ てお きたい。

3-1多 角化戦略

Middtun(2001:390)は 縦 に垂 直統合/垂 直分 離、横 に水平統合/水 平分 離 とい う軸 を

配置 して、電力企業の多角化の方向を4つ に類型化 した。(図9)

表4イ ン フ ラ 産 業 の 多 角 化(Finger&Allouche2002147)

Ca cl Co Cp Cs Ed En Ev He Hg M P SP T W

社名/国 籍 主力事業

AguasdeBarcelona/E 水道 ● ● ● ●

BET/U.K. 清掃 ● ● ● ● ●

ElectricitedeFrance/F エネルギー ● ● ●

Endesa/E エネルギー ● ● ● ●

Enron/U.S.A. エネルギー ● ●

GeneraledesEaux/F 水道 ● ● ● ● ● ● ● ● ● ● ●

LyonnaisedesEaux/F 水道 ● ● ● ● ● ● ● ● ●

NorthWestWater/U.K. 水道 ● ● ● ● ●

P&0/U.K. 海運 ● ● ● ● ● ●

RWE/D エネル ギー ● ● ● ●

SAUR=Bouygues/F 水道 ● ● ● ● ●

Serco/U.K. 防衛 ● ● ● ● ● ● ●

SevernTrent/U.K. 水道 ● ●

Sodexho/F ケ ー タ リン グ ● ●

SouthernCompany/U.S.A. エ ネルギー ● ●

ThamesWater/U.K. 水道 ● ● ●

Tractabel/B エネルギー ● ● ●

Veba/D エネルギー ● ●

Viag/D エネルギー ● ●

WelshWater/U.K. 水道 ● ●

WMX/U.S.A. 環境 ● ● ●

略 号Ca=ケ ー タ リ ン グCl=清 掃Co=通 信Cp=コ ン ピ ュ ー タCs=建 設Ed=教 育En;エ ネ

ル ギーEv=環 境He=健 康Hg=住 居M=製 造P=不 動 産SP=保 安 ・刑 務T;輸 送W=水

道B=ベ ル ギ ー 、D=ド イ ツ 、E=ス ペ イ ン 、F=フ ラ ン ス 、U.K.イ ギ リス 、uS,A.=ア メ リカ
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第1象 限は複数事業の価値連鎖 を統合す るもの、第II象 限は複数事業の同 じ段 階のみ を

統合、第III象限は一つの事業の1段 階のみ、第IV象 限は一つの事業 の価値連鎖 を全 て行 う。

具体 的には1は 電力 ・ガスの完全 な統合 、IIは 送電 と送ガスの統合、IIIは発電のみを行

うIPP、IVは 垂直統合 企業 の例が該 当す る。事業再編 のため様々な 多角化 が模 索 されて

お り、本稿 冒頭の図1は 正確 には図9に 置 き換 えられる必要がある。

Fingerら(2002)は 公益事業各社 について、他 の公共サー ビスを多角 的 に展開す る傾

向を指摘 している(表4)。

これによれば、事業分野はデ リバ リーか ら刑務所運営 まで様々であ り、特 にフランスの

水道2社 の多角化が 目立つ。 この戦略 は競争入札の場 で公共サー ビスをひ とま とめにして

提供す ることを意図 してお り(Fingeretal.2002:146)、 地方 自治体 の廃棄物 ・水道 ・エ

ネルギーな どの公益 事業 が単一 の事 業者 にア ウ トソー シングされ る可能性 を開 くもの

(ibid.148)と い う。

ただ し公共サー ビス とされ る事業分野 を列記す るだけでは各事業 のウェイ トが分か らず

コングロマ リッ トとの相違 を知 るこ とが できない。

3-2グQ一 バル戦略

まずEU電 力企業のグローバル化の動 因につ いて事例 を挙げ る(電 力 ・ガス企業の主要

海外子会社 の展開につ いては別表参照)。

イギ リスでは電力分割民営化(1990)で 発電市場 におけ る新規参入者 との競争が激化 し、

シェアを減 らした発電2社(Innogy、PowerGen)は 垂直統合が禁止されているため、ガ

ス事業 と海外IPP(図10)に 活路 を見 出した(Midttun2001:129)。
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フラ ンス では 国内 が独 占的市場 の ため、 民 間水 道事 業 か ら始 まった イ ンフ ラ2社 の うち、

Suezは エ ネル ギー 子会社Tractebel(ベ ル ギー)の も とでElectrabe1(電 力)、Distrigas

(ガ ス)な ど を通 じて(図11)、 またVivendiも エ ネ ル ギー分 野 はIPP子 会 社 の 米Sithe

を通 じて海 外 展 開 して いた。EdFは1992年 か らEdFInternationalを 通 じて強 力 な海外 戦

略 を行 な って お り(図12・ 図13)、 ヨー ロ ッパー 円 に子 会社 を持 ち、 そ れ以 外 の地 域 では

ア ル ゼ ンチ ン、 メキ シ コ、 エ ジプ ト、 中 国 な どに進 出、 特 に後3者 で はIPPを 展 開 して

い る。 また ロ ン ドン電 力 、EnBW(独)な ど海外 子 会社 でガ ス との兼 業 を行 ってい る。

図11Tractebelの 海外展開(同 社資料)

図12EdFの 海外展開(同 社資料)
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国内需要の停滞 競争属1理の導入

(供給体制の変更)

冒 ↓

1

i

設備投資の減少 新規参入者との競争 エ ネルギー問 競争司

1「

1 1
ウ

余剰資金の発生
1

利 一:t一の減刎一

i f

i

資 金 ・人 ・ノウハ ウを有効活 用 した 利益の 追求 株 主からの要求

国内多角化にも限界

積極的な海痛 ＼ マ・チング

ン
〆 顯 国のニーズ

て

図14公 益事業の海外進出(通 商産業省1996351)

9)

電 力 ・ガ ス産業 は この よ うに グロー バ ル 戦略 を展 開 しつつ あ り、上 述 のFingerら は変

貌 す る公益 事 業 の さ ま ざ まな側 面、 「イ ン フ ラス トラ クチ ャーTNC(多 国籍 企 業)」(p.

16)「 公 共 サ ー ビ スTNC」(p.105)「 マ ル チユ ー テ ィ リテ ィTNC」(p.143)「 マ ル チサ

ー ビスTNC」(p .143)の 分 析 に着 手 してお り、 公益事 業 へ の世 界 経 済論 的 ア プ ロー チが
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目ざされ て い る。 また、 グ ロー バ ル化 の動 因 を一般 化 す る試 み(図14)も な され た。

II

4コ ンバ ー ジェ ンスの理論 モデル

本節 では、公益産業 間の コンバー ジェンスがいかなる経済厚生上の側面 を有す るか を、

簡潔な経済モデルを用いて検証す るこ とを試みる。 この論点に関す る包括的なモデル とし

て、Economides&SaloP(1992)が あ る。 このモデルは、 ある財 ・サー ビスの供給に不

可欠な中間投入物 にボ トルネ ック独 占が存在す る場合 の望 ましい産業構造につ いて論 じた

ものであ り、重要 な帰結 の一つ に垂直分離 はもっ とも社会厚生上望 まし くない結果 を引 き
10)

起 こす こ とがあげ られ る。

4-1需 要サイ ド

1の 植草の定義か らすれば、本稿 で コンバー ジェンス と呼んでいるような現象は、2財

の代替関係が高 まるようになれば よいのであるか ら、代替関係 を表すパ ラメー タが明示的

に示 されてい ることが望 ましい。 このような場合、ひ とつの方法 として、独 占的競争や製

品差別化 モデルに用 いられ るDixit&Stiglitz型 のCES型 効用関数 を用 いるこ とが考え

られる。 しか しなが ら、 この タイプの効用関数 は、 よ く知 られてい るように、その ミクロ

的基盤は個 々人がLogit型 の需要関数 を持つ こ とで ある。Logit型 需要 関数 は、確率 の取

り扱いが煩雑 な ものになるため、 ここでは、 わずか な一般性の犠牲 とともに、線形の需要

関数 を採用す ることにす る。

す なわち、2財 に対す る需要関数 を、

Di=α 一 βPi十 γPj (4-1-1)

とす る。 ここで、i=e,gで ある とす る。 ここで、第1価 格が第i財 需要 に正 の効果 を持

つ ことで、両財 の代替 関係 を表 してい る。パ ラメー タ β と γに関 して、均衡 を保証 す る

ために β一γ>1を 仮定す るが、これは価格変化の 自己に与 える効 果が他財 に与える効果

をしの ぐこ とを意味す るため、それほ ど強い制約 ではない。 また、第i財 と第j財 に関す

る対称性 を仮定 している。

4-2供 給サイ ド

需要サイ ドか ら分析の対象 となる2財 を代替関係 にあ る財 として捉 えるのみだけでな く、

供給サ イ ドか らも考慮す る必要がある。 これ もよ く知 られているように、企業が複数 の財

一158一



エ ネ ル ギー ・ネ ッ トワー クの 変 貌

の結 合生 産 を行 うこ との 費用 面 での メ リ ッ トは、 それ に よ って コス トを削減 で き るこ とで

あ る。 これは範 囲 の経 済i生(ScopeEconomy)と して知 られ て お り、一般 に、

TC(x,,0)十TC(0,備)>TC(xi,苅) (4-2-1)

が成立す るときに存在す るとされる。本節で も、i,j=e,gに 関 して、これが成立す るこ

とを仮定す る。

今 ひとつ、伝統的な ミクロ経済学において、公益産業の特徴 として、規模 の経済性の存

在が挙げ られ るこ とが 多い。規模の経済性 または費用逓減の存在 は、ほぼ必然的に 自然独
11)

占をもた らすがゆえに規制 の根拠 とされて きたのであ る。南部 は 規模の経済性の存在 と

費用逓減 と峻別す るこ との必要性 を強 く説いているが、少な くとも長期 を考 える場合、こ
12)

れ ら両者の理論的区別 は必ず しも定かな ものではない。 なぜ なら、規模の経済性 とは、す

べ ての生産要素 を λ(>1)倍 した ときに、生産量が λ倍 を上 回 るこ とであ り、式 で表

せ ば、生産関y=f(K,L)に 対 して、

f(λK,λL)〉 λ〃 (4-2-2)

が成 立 す るこ と(た だ し、 ここでy:生 産量、K:資 本、L:労 働 、f(・):生 産 関

数、)で あるが、要素価格 を一・定 とすれば、すべての投入要素 を λ倍 に した ときの総 費用

は単 に λ倍になるに過 ぎないため、生産量が λ倍 を上 回 るのであれば、必然的 に平均費

用は低下せ ざるを得 ないか らである。

この ことを、 コブ=ダ グラス型生産関数 を用いて確認 しておこう。 これは、投入要素 の

指数の和 を1よ り大 にす るこ とによって、簡便に規模 の経済性の存在 を示すこ とが可能で

ある。 また、対応す る費用関数 も、簡潔に線形で表現す ることにす る。

y,=AK,aLfa

TC,=wL;十rK,

この場合、資本 と労働 を一斉 に λ倍すれば、単純な計算 より、

A(λKi)α(λLi)β=λa+ay

を得 るが 、 もち ろん、総 費用 は

w(λLi)十r(λKi)=λTCi

に しか過 ぎないため、平均 費用は逓減せ ざるを得 ない。

(4-2-3)

(4-2-4)

(4-2-3a)

(4-2-4b)

この ことか ら、 ここでは規模 の経済性 を平均費用の逓減で もって描写す ることにす る。

この場合、 もっとも簡潔で、頻繁 に用い られ る方法 に、限界費用 を一定 と仮定す るこ とで
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13)

あるが、固定費用が大 きい公益産業 の場合 には比較的妥当な仮定であろうと思 われ る。

この場合、費用関数 を、

TC,=c,x,十Fi

とす ると、限界費用MCと 平均費用ACは それぞれ、

MC=ci

AC=c,十F,/x,

(4-2-5)

(4-2-6a)

(4-2-6b)

と表 され、(4-2-6b)式 はXi→ ∞ の と き、AC→0に 漸 近 す るため 、次 図 の よ うに平均

費用 が逓 減 す る こ とが示 され る。

AC,MC

これ ちの需要構造 と生産技術 の もとで、①各産業 に独 占企業が1社 しか存在 しない場合

に、(a)規制が存在せ ず、企業が独 占者 として振舞 うケース、(b)政府によって限界費用価格

規制が課 され るケース、②各産業 でコンバージェンスが進行 した場合 で、(a)独 占企業が技

術進歩に よって消費者 に代替的な財 を複数提供 できるようにな るケー ス、(bXa)の ようなマ

ルチユー ティ リティ企業が複数存在 して クールノー競争 を行 うケース、以上の4つ のケー

スの社会的厚生 を余剰の大 きさで もって比較す ることにす る。

4-3独 占ケ ース

ここでは、参入障壁が存在す る産業において、 自然独 占を形成す る産業の行動 と、 その

もとでの社会的なパ フォーマ ンスを見 る。
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4-3-1規 制 な しの ケ ー ス

e財 と9財 の双 方 の市場 で独 占的 に供 給 す る企業 が1社 ずつ 存在 す るケー ス を考 え よ う。

そ して 、 まず、 需要 者 が両 財 を別個 の もの として認 識 して い る、 つ ま り両 財 が非代 替 的 で

あ るケー ス を考 え よ う。 こ の ケー ス は(2-1-1)式 に お い て、 γ=0で あ るか ら、各 市

場 の需 要 曲線 は、

De=α 一βかe(4-3-1a)

.Dg=α 一βヵg(4-3-1b)

に な る。

この ときの企業 の利潤 関数 は、逆 需要 関数 が、

pe十1aDe(4-3-2a)

ρ・十 静(4-3-2b)

で与 え られ るこ とよ り、

π一pexe+鱗 一(TCeg)一(芳 一 去 為)xe

-(a1万 一7亨一x・)xg-Cexe+cgxg+Feg)(4-3-3)

に な る。 こ こで、e財 と9財 につ い て、 利潤最 大 化 の ため の1階 の条件 は、

を格価と量産生るけおに衡

=o

司

均

免

嬉

・

一

一

ら

賜

鞠

か

匹鎚
肥
争
争
塵
齋

=

=

か

α
一2

α
一2

α
躍

α
解

れ

π

鞠

π

鞠

る

。=

=

=

=

ら

∂

∂

∂

∂

あ

賜

鞠

拓

拓

得

で

と

(4-3-4a)

(4-3-4b)

(4-3--5a)

(4-3-5b)

(4-3-6a)

(4-3-6b}

ここで、総余剰TSiを 消 費者余剰CSiと 固定 費用 を含む生産者余剰PSiの 和 としての粗

概念で定義す ると以下の ようになる。

CSz-1(讐 ⊥-2α βα+βの(4-3-7a>

PSi-14(㌢2α の+βの(4+7b)
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鴛 一18(響 」⊥-2α(β+2)α+3/3ci2) (4-3-$)

と計算できる。 もちろん、消費者余剰 は価格水準Piと 需要 曲線に囲 まれ た三角形の面積、

生産者余剰 は、価格水準Piと 限界費用cの 水準 との差に生産量Xiを 乗 じた部分の面積で

示 され る。

AC,MC

また、 これは、第e産 業 と第9産 業 のおのおのの余剰の大 きさであ り、 これ らの和 とし

て、2つ の産業の余剰の和 が求め られ る。

4-3-2限 界費用規制のケース

限界費用価格規制 は、費用逓減産業 に対 して実施す る際に、被規制企業に限界費用が平

均 費用 よ り低 いことによる赤字が発生す るとの問題や、政府が企業の費用構造に関す る適

切 な情報 を持 たない ことや、企業が コス ト削減のインセンティヴ を持たないために発生す

る、いわゆるX非 効率性の問題が発生す るため、実際の政策 として採用す るこ とは難 しい。

しか しなが ら、 この規制原理 はパ レー ト最適 を達成す るとの意味においてファー ス トベ
14)

ス トな政 策であるこ とか ら、 ここではベ ンチマー ク としての意義 を認めて、簡潔 に分析

を加 えてお くことにす る。

前節で触れたように、パ レー ト最適 を達成す るには、価格水準が限界費用 に一致 してお
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れ ば よい の で あ るか ら、 この とき、 生 産 量 は、 需 要 曲 線 、Di=α 一βPiにCiを 代 入す る こ

とで、

x,=a‐/3c, (4-3-g}

と得 られ るが、 これはち ょうど独 占生産 量の2倍 の産 出水準である。

総余剰 を考 える。消費者余剰CSiは(i=eと して示す。以下同様)、

CSz=2(a2-2α 嚥) (4-3-10a)

であるが、生産者余剰PSiは

PSi=0 (4-3-10b)

で あるか ら、総 余剰TSIは 、

TSz=2(a2‐lace+β ら)(4-3-・1)

15)

であ るこ とにな る。独 占企 業は価格 と生産量の水 準 を比較す るこ とで、(a‐/3c,)2/8β

の大 きさの死荷重が発生 させ ていることがわか る。

この場合、固定費用の大 きさが、ち ょうど企業 の赤字の大 きさになる。 したがって、企

業 存続のためには政府に よる補助金支 出が避け られ ないのである。

もちろん、場合に よっては、赤字の大 きさが消費者余剰の大 きさを上 回ることがあ りう
16)

る。この場合、効率性の観点か らは、規制企業に対す る補助金支出はなされ るべ きではな

い との見解が従来は支配的であったが、価格規制 のみを継続 し補助金支出を廃止すれば企

業はこの産業か ら退出 して しまうであろうし、規制 その ものを撤廃すれば企業は、前節の

ように独 占企業 として利潤最大化 をはか るであろ う。

4-4寡 占ケ ース

本節では、参入規制が撤廃 された後 に、第e産 業 と第9産 業での独 占企業が相互参入 し

て、おのおのの市場が複 占状態にある場合 に、社会的な余剰が どのよ うになるか を検討す

る。

4-4-1需 要サイ ドのみの変化

まず、寡 占状態の分析の前 に、前節同様独 占企業のみが各々の市場 でe財 と9財 を供給

す るものの、技術進歩によって消費者がe財 と9財 を代替的な関係にあ ると捉 えられ るよ

うになったとしよう。 この とき、需要曲線は、
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D。=α 一 βρ。+γ ρ。

.ρ9=Gi+γ ρ9

(4-4-1a)

{4-4-1b)

であ り、β一γ>1で あ るもの とす る。 これは、価格変化 に対 して、 自己価格 の与 える影

響のほ うが十分 に大 きいこ とを意味 している。つ ま り、た とえば、e財 価格の下落は、e

財需要の増加以上 には9財 需要 を減少 させ ない とい うことである。 この場 合、逆需要関数

は、

pe一響 一≠ 評 一RZYYZDg(4-4-2a)

露一響 一≠ 餓 一≠ ア 几(4+2b)

であ り、変数 変 換 して、

偽

硯

【

一

θ

θ

切

即

一

「

且

且

=

=

¢

9

ρ

カ
r

(4-4-3a)

(4-4-3b}

とす ると、企業の利潤関数 は、

π=pexe+ρ 幽 一(TCeg)ニ(/1-B,xe-Cxg)xe+(且 一 轟 一Cxe)x。 一(Cex。+cgxg+Fe。)

(4-4-4)

で あ り、 利 潤 最 大 化 の1階 の 条 件 は 、

axe=A-2Bxe-2Cxg‐ce=0(4-4-5a)

ag=A-2Bxg-2Cxe-ee=0(4-4-5b)

とな る。 これ を整理 す れば 、

xe-A-Ce2B-CBxg(4-4-5c)

xg-4款 」 鉾(4-4-5d)

が得 られ るが、これは一種 の反応関数 と解釈 できる。つ まり、企業 は、直面す る市場にお

け る消費者行動 に依存 して最適 な行動 を変 更す るこ とが必要 になるが、その とき、 ある財

と結合生産 している財の市場価格の変化が、 その財 自身の生産量の変化 を通 じて、 もう一

方の財 の生産量 をどのように変更す るべ きか を定めたルールが これ ちの式の意味である。

これ らの式か ら、限界費用の低下は当該財の生産増 を、代替財 の数量の増加 は当該財 の生

産減 をもた らす ことがわか る。

この2式 を連立方程式 とみな して解 き、変数 を元に戻 す と、
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η 一a_22ce+2Cg(4+6a)

娠号 号 侮+2Ce(4-4-6b)

a1(4-4-7a)

pg-2(aa-v)+12cg(4+7b)

とな り、前 節 の消 費者 が両 財 を代 替 的 とは みな さなか っ た時 と比較 して、消 費 量 は第3項
17)

の大 きさだけ増加 し、価格 は第1項 分母 に β一γがかか る分だけ安 くなるこ とになる。

この ときの消 費者余剰CSiは 、

CSi-18(β ぎ
γ 一 響 ・・+RC2e一 γ・・侮+券 ・・)(4-4-8a)

であ り、生産者余剰PSiは 、

PSz-14(β 響
γ一 響 ・・+β…-yCeC・+券 娠)(4-4-8b)

とな る。 ゆ えに、総余 剰TSiは 、

器 一38(β 響2γ一警 ・・+β・2eyCeCg+券 ・・)(4-4-9>

であ る。

4-4-2供 給サ イ ドの 寡 占競 争

前節 の仮 定 に加 え、e財 と9財 を結合 生 産す る企 業 が複 数(こ こでは簡 単化 の ため2社

とす る)存 在 す るケー ス を考 えて み よ う。 こ こで、2企 業 は クー ル ノー のゲ ーム を行 うも

の と仮 定 す る。

需要 関数 は前 節 とま った く同一 とし、企 業 は各 変数 の上 付 添字 に よって 区別 され る もの

とす る。 企 業 の費用 構 造 につ い て も対 称性 を仮定 す る。 また、 市場 の均衡 条 件 と して、

De=xle十x2e(4-4-10a)

Dg=xgl十xg2(4-4-10b)

が 課 され る もの とす る。

各企 業 の利 潤 関数 で あ る、

π1=ipexe十 ρg認g1-(1Cexe十1Cgxg十1Feg)(4-4-11a)

π2=1)θ詔ε2十1)9灘92-(2Ce,xe十2cgxg十zeg)(4-4-11b)

は、 逆 需要 曲線 と市場均 衡 条件 を代 入す るこ とに よ って、

一165一



エ ネ ル ギー ・ネ ッ トワー クの変 貌

π1={A-B(x'e十xze)-C(x'g十xZg)}x'e十{/1-B(xl十x28)-C(x'e十x2e)}x2g-(1Cex'e十1cgxg十1eg)

(4-4-12a)

π2={ルB(x、'+xze)-C(xlg+x2g)}xZe+{ル β(xgl+x,2)-C(x、1+x2e)}x2a-(Ce.xe2+2Cgxg+FQ、2)

(4-4-12b)

と 書 き 改 め る こ と が で き 、 こ れ ら の1階 の 条 件 は 、

i

Axel‐A‐2Bxe1‐Bxe・-2(,xg・-Cxg・-Ce-・(4-4-・3a)

ax1=A‐2Bxe'‐Byee・-2(xe1‐Cxe・ 一 娠 一 ・(4+13b)

舞 一A一 飢 ・‐2B.xe・ 一(1-xg-2(},xg・-Ce-・(4-4-14a)

ax2=A‐Bxgle-i,:・-C端 ・-2(為 ・-Cg-・(4-4‐14b)

で あ る。 これ らは2企 業 の反 応関数 で あ るか ら、最 適解 は、 これ ら を連立 方程 式 として解

い て得 られ る。 それ を、元 の変 数 に戻 す と、

xle一媚 一 編 一一3Ce+撫(4+・5a)

xg1-xgZ-a()3(/3+
y)-3Cg+3Ce(4-4-・5b)

を得 る。 したが って 、 このゲー ム の クー ル ノー=ナ ッシ ュ均 衡 は、 市場全 体 での生 産 量が 、

賜一獅L等+摂(4+16a)

xg-2蚤 蹄 一Cg+3Ce(4-4-・6b)

であ り、 両 財 の市場 価格 水 準 が、 逆 需要 関数 か ら、

九 一3(aa-v)+3Ce(4-4-17a)

ρ・-3(aβ 一γ)+3Cg(4-4-17b)

で あ る こ とに な る。 これ は、 直観 的 に は、 初期 需 要(α)が 十分 に 大 きけれ ば、 競 争 は 必 ず

価 格 を低 下 させ る とい うこ とで あ る。

この ケー ス におけ る消 費 者余剰CSiは 、

〉
糧姻⊥

鉤雛耐禦警
ー2

一9
=cs

であ り、生 産 者余剰PSiは 、

PSz=9{(β事
γ)一響 曜 一γ鱗+ず 無}

で あ る こ とか ら、総 余剰TS,は 、
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TSi=9{3aZ(一)(Q+
Y)一 α(3Q+1)ら 耀 一3γ卿 蒔 像}

で あ るこ とに な る。

{4-4-19)

4-5余 剰の比較

ここでは、前節までで求めたそれぞれのケー スにおけ る均衡か ら計算 された余剰 を比較

す ることで、若干の社会厚生上の含意 を引き出す。

まず、比較 の基準 として、各市場が独立 で、おのおのがパ レー ト最適(限 界費用価格規

制 ケース)を 達成 してい るケー スでは、各産業の余剰 は以下の ように計算 された。

CS一 吉(a2-2LYCe+β ら)(4-3-1・a)

PSi=O(4-3-10b)

TSz-2(a2Q‐lace+β 砧)(4-3-・1)

次 に、両産業が独立 なまま、各市場 ご とに独 占企業が存在す るケースでの各市場の余剰

は以下の ようである。

CSi-18(禦 一2a/.3ci+β の(4+7a)

PSz-1(a2-2acz+/3cz21(4-3-7b)

TSz-18(響 ⊥-2α(β+2)Q+3RcZZ)(4+8)

以上の両者を比較すれば、総余剰は、

△TSZ=8(a2-tact+(3ci)(4+1)

だけ独 占のケースで減少 している。 ここで生産者余剰は増加 している一方で、消費者余剰

がそれを上回る大 きさで減少 していることに注意 しよ う。

需要側 で代替性が高 まったケースでは、余剰 は以下の ようである。 ただ し、 ここでの生

産者余剰 は、2財 を生産す る独 占企業の一方の部門か ら得 る余剰であることに注意が必要

である。

CSi一青{β 響
γ一警 ら+β4一 γ鱗+CgQ-Y}

PSz-÷{β 響
γ一禦 ヂ ら+QC2e一 γ娩+Cg}

TSz一昔{≪2R
Y一 響 ら+β4一 瞬 券 侮}

(4-4-8a)

(4-4-8b)

(4-4-9)

4-4で 求めた ように、価格の低下 と消費量の増加 が生 じているため消費者余剰は増加す る

部分が あるものの、代替関係の高ま りによって他 の財 で当該財需要が代替 され需要曲線そ
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の ものが左下方 シフ トしているため、全体 としての消費者需要の変化 は不定である。下の

図の ように、需要 曲線がDか らD'へ と下方 シフ トした場合 において、価格 下落 と需要量

増加が起 こって も、需要曲線 と価格水準の間の領域 である消費者余剰 は需要変化前に横線

の領域であるが、需要変化後 に縦線の領域 とな り、大小 は一意に決定 できない。

X

ただ し、通常は、後者の効果が大 きく働 き、全体 としての消費者余剰 は増加す るであろ

うと思 われ る。数値計算 によって、① αの値が十分 に大 きい、② β と γの値が極端 にか

け離れていない場合 には消 費者余剰 は、独 占のケー スに比べて増加す るこ とが確認 で き
18)

る。同様に、生産者余剰の変化 も不定 であるが、消費者余剰 の場合 と同 じ条件が満 たされ

れば、増加す ることになる。 ここで注意 したいのは、消費者 に とって余剰 を大 き くす るよ

うな状況は、生産者に とって も余剰 を大 き くす るのであ り、消費者に とっての代替性が高

まることで生産者の厚生 をも改善す ることにな るのである。

最後に、寡 占競争が行われ るケー スでは、

CSt=号{警 一ψ(3傷≡
Y-1)Ce+2β ぜ癩+ayca-yg}

鴫{(a2/3+y)」 粋 曜 一yCeCg+(R))cg}

峠{響 一α(3β+1)ら耀 一3yCeCg+券 ら}

(4-4-18a}

(4-4-18b)

(4-4-19)

であ り、寡 占競争がない場合に比較 して、生産者余剰は明らかに減少 している。消費者余

剰 は、明 らかに増加す る とはいえないが、先ほ どのケー ス と同様に αが十分 に大 きく、β

と γの乖離 が大 きくない場合 には増加す ることが言え る。 したが って、総余剰 の変化 に

関 して決定的なことはいえない。つ ま り、厚生上 の問題 に関 して、理論的には競争推進的

な規制緩和政策 を採用す るこ とが望 ましくないケー スがあ りうることになる。

以上 を要約す ると、

① 初期需要が十分に大 きく、かつ価格変化の影響の 自己効果が他財への効果 よ り十分 に

大 きい場合 には、産業 のコンバー ジェンスが進行 することで、総余剰は増加す る、
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② また、 このこ とは、消費者が2財 を代替的であるとみなす こ とのみによって さえもた

らされ る。そ して、 このケースにおいて消費者余剰が増大す るのであれば、 同時に生産

者余剰 も増加す る、

③ ただ し、寡 占競争 は生産者余剰 を減少 させ る一方で、総余剰の変化についてはわか ら

ない、

④ したが って、あ る規制産業において、競争 を導入す ることが社会的に望 ましくないケ

ースがあ りうる
、

とい うことにな る。

もちろん、 ここでは、消費者がなぜ2つ の財 を代替的 であるとみなす ことがで きるよ う

になるのかに関する考察 を加 えていない。通常、規制緩和、 または技術進歩が これ らを引

き起 こす要 因であろ うと考 えられ る。 これ らに コス トを要す る場合には、その大 きさ次第

では、 コンバー ジェンスに伴 う余剰が さほ ど増加 しない、あるいは極端 な場合、か えって

減少す る とい うことがあ り得 るか も知れない。これは、今後の検討すべ き課題である。

5結 語

モデル分析 の結果 は、一般論か ら言えば、規制 を維持す るような政策 と競争導入政策の

類型 を経済厚生 につ いて比較 した場合 の後者の優位性 を示 している。結果 として資本受入

国になるケースでも、総余剰は拡大する可能性が高 いか らである。前者はフランスの、後

者はイギ リス ・ドイツの政策に対応するのではあ るまいか。電力 自由化 が迫ったわが国の

選択すべ き政策類型の検討 には立ち入 ることがで きなかったが、 いま欧米公益事業者のか

か る政策 と戦略への深 い理解が必要である。

注

1)ア メ リカ で は公 益 事 業 の 多角 化 は公 益 事 業 持 株 会社 法(PublicUtilityHoldingCompanyAct1935

年)で 強 く規 制 され て きた。 そ の経 緯 と意 義 につ いて は古 城(1993)参 照 。

2)ド イ ツ 公 企 業 に つ い て はAmbrosius(1986)参 照 。 ま た兼 業 の 利 益 と して、 ① 本 業 の 技 術 ・知 識 ・

人材 ・資産 の活 用 ② 関 連 事 業 の相 乗 効 果 ③ 兼 業 部 門 の技 術 ・知 識 な どの 活 用 ④ 事 業 リス クの分

散 、 兼業 の弊 害 と して① 兼 業 失 敗 の リス ク ② 兼 業 部 門 の コス ト転 嫁 の 危 険 ③ 規制 の複 雑 化 ・困難

化 が挙 げ られ る(古 城1993:624-626)。

3)公 益 事 業 の本 業以 外 へ の進 出 は 多角 化(diversification)と 称 され て い るが 、 長 い 間本 業 の 付 帯 事 業

を意 味 した 。 わ が 国 の研 究 で は佐 々木(1988)、 舟 田(1995)、 鈴 間 ・佐 々 木(1994)を 参 照 。近 年、

多 角 化 の あ り方 の 変 化 に 対 応 して、 コン バ ー ジ ェ ン ス(Stahlkopf1997)、 マ ル チ ユ ー テ ィ リテ ィ

(Sommer2001a,b)、 総 合 化(小 川 芳 樹2002)な どの 用 語 で 表 現 され て い る。 多角 化 とマ ル チ ユ

ー テ ィ リテ ィは 経 営 戦 略 を示 して い るが 、 コ ンバ ー ジ ェ ン ス と産 業 融 合 は技 術 変 化 と関 連 して い る。

4)矢 島 正 之(2002:136)は マ ル チユ ー テ ィ リテ ィ と い う 「戦 略 」 の特 徴 と して 、 ① エ ネ ル ギー 、水 道 、

そ の 他 サ ー ビス(た と えば 種 々 の 情 報 サ ー ビス)に 関 す る顧 客 の ニー ズ を満 足 させ る ため 、 提 供 す る

一169一



エ ネル ギー ・ネ ッ トワー クの 変 貌

サ ー ビス の範 囲 を拡 大 す る。 ② 顧 客 数 の 増 大 に よ り単 位 あ た りの 間 接 費 を低 減 させ る、 の2点 を挙 げ

て い る。

Sommer(2001b)は 発 展 途 上 国 を念 頭 に お い て 、 マ ル チ ユ ー テ ィ リテ ィの得 失 を次 の よ う に列 挙

す る。

メ リ ッ トと して、 ① サ ー ビ スの 兼 営 で規模 と範 囲 の 経 済 が働 き コス トの 削 減 が 可能 に な る。 ② 僻 村

で はサ ー ビ ス を兼 営 す る こ とに よ って 投 資 をひ きつ け る ク リテ ィカ ル マ ス が 形成 さ れ る。 ③ イ ン フ ラ

の 共 通 化 で初 期 投 資 を節 約 し参 入 障 壁 を除 去 で き る。 ④ 支 払徴 収 率 を他 の サ ー ビス打 切 りに よ っ て改

善 で き る。 ⑤ 兼 営 に よ って 地 方 政 府 へ の 影響 力 が増 し収 用 な どの リス クが 回避 で きる。

デ メ リッ トとして 、① 代 替 的 な サ ー ビス は 統合 に よっ て 市場 支 配 力 が増 し、監 督 の必 要 が 増 え る。

② 一 方 の サ ー ビス が他 方 の 強化 手段 に な るな ど共通 コス トの不 公平 な 配分 が生 じる。 ③ コス ト算 定 が

複 雑 とな り税率 規 制 が 難 し くな る。 ④ 方針 や レベ ル の 異 な る規 制 当局 が競 合 す る。 ⑤ 納 税 ・雇 用 ・契

約 交 渉 面 で マ ル チ ユ ー テ ィ リテ ィの政 治 力 が 増 大 し民 主政 治 が不 安 定 に な る。

以 上 の こ とか ら兼 業規 制 と会 計分 離 で 内部 補 助 を規 制 し、 競 合 す る規 制 当局 が 調 整 す る な どの 対 策

をた て 、 マ ル チ ユ ー テ ィ リテ ィの 費用 と便 益 をケー スバ イ ケー ス で考 慮 す る こ とが 必 要 で あ る と結 論

して い る。

5)経 過 を略 述 す る と、1987年 の単 一 欧 州 議 定 書 で はエ ネ ル ギー 分 野が 除 外 され て い たが 、 その 後 電 力 に

TPA(第 三 者 ア クセ ス)、 ガ ス に コモ ン キ ャ リッ ジ を導 入 す る トラ ン ジ ッ ト指 令 が 採 択 さ れ た(電 力

1990年12月 、 ガ ス1991年5月)。 しか しTPA・ コ モ ン キ ャ リッ ジ に 対 す る仏 ・伊 等 の 反 対 が 強 く、

よ うや く1997年 に 共 通 ルー ル 指 令 が 出 され 段 階 的 市場 開 放 が 義 務 化 され た(「EU電 気 事 業 規 制 緩 和

指 令 」1997年2月 、 「EUガ ス事 業 規 制 緩 和 指 令 」1997年12月)(Stern1998:訳 書95-100)。

6)EUガ ス産 業 につ い て は概 説 的 な文 献 が 少 ない がStern(1998)の 他 、Thomaseta1.(2002)が 役 立

つ 。

7)ス コ ッ トラ ン ドは垂 直 統 合 が 認 め られ て い る。

8)イ ギ リス電 力 事 業 につ い て は野 村(1998)・(2000)・(2002)参 照 。

9)電 力 ・ガ ス産 業 の グ ロー バ ル 化 につ いて は、 少 な くと も下 記 の 点 を踏 まえ た考 察 が 必要 で あ る。

第1に 、 価 値 連 鎖 につ い て。 電 力 産 業 につ いて は 発 電 、 送 電 、 配 電 、供 給 の 各段 階 、 ガ ス産 業 につ

い て は開 発 ・生 産 、 輸 送 、 配 給 の 各 段 階 、 これ らの どの 段 階 の 企 業 で あ って も クロ ス ボー ダ ーM&A

に よ って グ ロー バ ル 化 す る。

第2に 、 ア クセ ス 問 題 に つ いて 。 電 力 のTPA(第3者 ア クセ ス)、 ガ ス の コ モ ン キ ャ リ ッ ジ と い

う形 での 参 入 自由 化 がEUや ア メ リカ で 可 能 に な った こ とに つ い て は 、広 汎 な 送電 線 ・パ イ プ ラ イ ン

に よ る代 替 伝 送 ル ー トの 存 在 とい う地理 的 条件 を見逃 す こ とは で きな い。

第3に 、 ワ ンス トップ シ ョ ッ ピ ン グサ ー ビス に つ い て 。 この サー ビス は通 信 に お い て は企 業 の世 界

展 開 に 対 応 し、 通 信会 社 が 国 際提 携 に よ って ロー ミン グの地 理 的拡 大 を行 うこ とで あ るが 、 エ ネル ギ

ー に お い て は 電 力 ・ガ ス ・水 道 な どの一 括 契約 の こ とで あ り
、 企業 や 消 費者 に便 宜 を与 え る。 ま た電

力会 社 は 電 力 の 融 通 の た め 国 際提 携 す る場 合 が あ る。

第4に 、 公 共性(公 益)と グロー バ ル化 につ い て。 欧 米公 益 事 業 の海 外 進 出 は、 一 方 での 公 正 報 酬

率 規 制 、他 方 で の競 争 激化 とい う状 況 の 中 、持 株 会 社 や 会 計 分 離 とい う リス クの料 金 転 嫁 を 回避 で き

る制 度 に支 え られ て きた(藤 原淳 一 郎1999)。 日本 の公 益 事 業 の海 外 進 出の 場 合 、 持株 会社 が 禁 止 さ

れ て い た こ と(97年6月 まで)、 資 金 の不 足 、 資 源 の 開 発 や 購 入が 中 心 だ っ た こ と、 な どか ら長 くコ

ン サ ル タ ン ト業 務 が 中心 で あ っ た が、 近 年 に な っ て競 争 市 場 で の経 験 を国 内 に フ ィー ドバ ッ クす る と

い う 目的 で 、 海外 展 開 が議 論 され 始 め た(通 商 産 業 省1996)。

10)Economides&Salop論 文 の 内容 は 多岐 に渡 っ て い る。 簡 潔 な要 約 が依 田(2001)に あ るの で 、 こ ち

らを参 照 さ れ た い。
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11)南 部(1994)を 参 照 の こ と。

12)南 部 は こ こ で、 投 入 物 を λ 倍 にす る と きに 、生 産 物 の 数 を1つ で は な く、2つ な い し は そ れ 以上 に

増 加 させ る こ とを想 定 して い るの か も しれ ない 。 しか し、 これ は 通常 の規 模 の経 済 性 の概 念 に は収 ま

りき ら な い と思 わ れ る。 複 数 財 に 拡 張 され た規模 の 経 済 性 に つ い て はBaumol(1984)参 照 。

13)植 草(1991:35)に よれ ば 、 公 益 産 業 は ① 電 気 ・ガ ス② 水 道③ 通信 ④ 運 輸 で あ るが 、 これ ら は一 般 に

自然 独 占 を誘 発 す る費 用 逓 減 産 業 の 典 型 例 と して 、 しば しば ミク ロ経 済 学 の教 科 書 に挙 げ られ てい る

もの で あ る。 例 えば 、 奥 野 ・鈴 村(1985)を 参 照 の こ と。

14)平 均 費用 価 格 規 制 原 理 を採 用 す れ ば 企 業 へ の 赤 字 補 填 の 必 要 とは な らな い セ カ ン ドベ ス トな政 策 に な

る。 ま た こ の場 合 の 価 格 と生 産 量 の 組 み 合 わせ は、 市 場 が い わ ゆ る コ ンテ ス タブ ル な状 況 に あ れば 達

成 さ れ る こ とが 知 られ て い る。 例 えばBaumol,Panzar&Wilig(1982)を 参 照せ よ。 ま た、 厳 密 な

意 味 で規 模 の経 済 性 を定 義 した文 献 に 、Spence(1983)が あ る。

15)た だ し、 生 産 者 余 剰 を、 固 定 費 用 を含 ま な い純 概 念 で 定 義 す る とps=(pi-AC)x,=-F,に な る。

こ れ は 、PFcFAVCで あ るか ら、(pi-AC)x,=AVCx,-ACxi=vC-TC=-FCと 求 め られ る。

16)余 剰 を固定 費用 を差 し引 い た純 概 念 で定 義 す れ ば、 この 赤 字 の 大 き さが 、純 生産 者余 剰 で あ る。 した

が っ て、 も し、 独 占企 業 が 結 合 生 産 を行 い、 範 囲 の経 済 性 が 成 立 す る と きに 、 政 府 が有 効 な 限 界 費用

価 格 規 制 を行 い う るの で あ れ ば 、純 生 産 者 余 剰 は 、(-F,)+(-Fg)か ら 一F,gへ と増加 す る。 も ち ろ

ん こ こ で は 、(-F,)+{-Fg)<-F、Bが 成 立 す る もの とす る。

17)仮 定 よ りβ一γ は正 で あ る。

18)数 値 計 算 の結 果 は著 者 の も とに あ る。

補)そ の 後 、 米TXUがNorwebとEasternを 独EONに29億 ドル で売 却 す るこ と とな っ た。(日 本 経 済

新 聞2001年10月23日)
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別表 英独仏エネルギー企業の主 な海外子会社

(注)ア ニュアル レポー トに記載の通 り。 「サ」は電力サー ビス、(兼)は 電気・ガス兼営、「探査 ・

生産 ・輸送 ・配給 ・取引」 は全てガス企業。

企業名/国 籍 持株比率 業種

●lnnogy/U.K.系 列

AmericanNationalWindPowerInc/U.S.A. 100 発電

CogencaInc/U.S.A. 100 発電

NationalWindPowerAmericaInc/U.S.A. 100 発電

●Powergen/U.K.系 列

LG&EEnergyCorp{LG&E)/U.S.A. iao n.a.

LouisvilleGasandElectricCompany/U.S.A. 100 n.a.

KentuckyUtilitiesCompany(KU)/U.S.A. iao n.a.

LG&ECapltalCorp/U.S.A. iao n.a.

CsepellAramtermeloRt/Hungary 100 n.a.

CsepelPowerCompany/Hungary lao n.a.

GujaratPowergenEnergyCo.ltd/lndia 88 n.a.

SaaleEnergieGmbH/Germany 50 n.a.

MIBRAGBV/Netherland 33.33 n.a.

MIBRAGGmbH/Germany 33.33 n.a.

TurbogasProdutoraEnergeticaSA/Portugal 49.99 n.a.

PTJawaPower/lndonesia 35 n.a.

YallournEnergyPtyLimited/Australia 49.95 n.a.

DlstnbuidoradeGasCuyana/Argentine 14.4 n.a.

GasNaturalBANSA/Argentine 19.5 n.a.

LG&EPowerGregory/U.S.A. 50 n.a.

●NationalGrid/U.K.系 列

NationalGridUSA/U.S.A. n.a. 持株会社

MassachusettsElectricCompany/U.S.A. n.a. 配電

TheNarragansettElectricCompany/U.S.A. n.a. 配電 ・送電

GraniteStateElectricCompany/U.S.A. n.a. 配電

NewEnglandPowerCompany/U.S.A. n.a. 発 電 ・送電

NiagaraMohawkPowerCorporation/U.S.A. n.a. 配 ・送(兼)

NiagaraMohawkHoldingsInc./U.S.A. n.a. 持株会社

CompaniaInversoraEnTransmicionElectricaCITELECS.A./Argentine 42.5 送電

CopperbeltEnergyCorporationPlc/Zambia 38.5 送 電 ・配 電 ・サ

●EDF/France系 列

EDFINTERNATIONAL/France goo 配電
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MOTORCOLUMBUS/Switzerland 20 発電

GroupATEL/Switzerland 12.57 発電

FINELEXBV/Netherland 100 発電

ECKCracovie/Poland 65.35 発電

CENTRALANAHUACSAdeCV/Mexico iao 発電

CENTRALSALTILLOSAdeCV/Mexico 100 発電

CINERGYHOLDINGCOMPANYBV/Netherland 50 発電

AZITOO&MSA/lvoryCoast 50 発電

AZITOENERGIE/lvoryCoast 37 発電

GroupeESTAG/Australia Zo 発電

FINEL/ltaly 40 発電

1.S.E./ltaly 30 発電

SKANDRENKRAFT/Sweden lao 発電

GroupeGRANINGE/Sweden 36.26 発電 ・配電 ・サ

FIGLEC/China 60 発電

SYNERGIE/China 85 発電

SHANDONGZHONGHUAPOWERCO./China 19.6 発電

SIA/France 80 発電

EDFUK/U.K. lao 配電

LONDONELECTRICITYGROUP/U.K. 100 発 電 ・配 電 ・サ

EASA/Argentine lao 配電

LIDIL/Brazil lao 配電

LIR/Brazil 64.85 配電

LIGHTOVERSEASINVESTMENT/Brazil 90 配電

EDENOR/Argentine lao 配電

PORTSAID/Egypt 100 発電

PORTSUEZ/Egypt 45 発電

SODEMSA/Argentine 22.95 配電

EDEMSA/Argentine 28.44 配電

EDASZ/Hungary 60.91 配電

DEMASZ/Hungary 64.85 配電

LIGHT/Brazil 64.85 配電

LIGHTGAS/Brazil 51 配電

ALTAMIRA/Mexico 18.94 発電

METROPOLITANA/Brazil 33.66 配電

KOGENERACIA/Poland 38.99 発電

ECW/Poland 39.23 発電

RYBNIK/Poland 95.57 発電

BERT/Hungary 100 発電

FENICE/ltaly 100 発電
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EDFITALIA/ltaly 100 発電

EDFWEINSBERG/Germany 100 配電

EDFOSTALBKREIS/Germany 100 配電

EnBW/Germany 35.38 発電 ・配電 ・サ

●GDF/France系 列

GDFBRITAIN/U.K. 100 探査 ・生産

GAZDEFRANCENORGE/Norway 100 探査 ・生産

GDFPRODUCTIONNEDERLAND/Netherland 104 探査 ・生産

E.E.G.Group/Germany 75 探査 ・生産

ENERCI/lvoryCoast 49 探査 ・生産

NGT/Netherland 38.57 探査 ・生産

EFOG/U.K. 22.5 探査 ・生産

GDFENERGYSUPPLY&SOLUTIONS/U.K. 100 配給 ・取 引

ENERGIAMAYAKAN/Mexico 67.5 輸送

GASODUCTOSDELBAJIO/Mexico 100 輸送

MEGALGmbH/Germany 43 輸送

SERVICIOSINDUSTRIALESDEENERGIA/Mexico 50 輸送

TRANSNATURALDECV/Mexico 50 輸送

CONSORCIOMEXIGAS/Mexico 100 配給

DEGAZ/Hungary 72.59 配給

EGAZ/Hungary 63.96 配給

GASEBA/Argentine 96.91 配給

GASNEA/Argentine 81.8 配給

NATGASMEX/Mexico 100 配給

TAMAULIGAS/Mexico lao 配給

E.M.B./Germany 44.93 配給

GASAGGroup/Germany 31.57 配給

GASEBAURUGUAY/Uruguay 49.42 配給

NOVERCOGroup/Canada 17.56 配給

●Tractebe1/Belgium(Suez/France)系 列

Electrabel/Belgium 43.2 n.a.

Dunamenti/Hungary 32.32 n.a.

Rosen/ltalia 42.98 n.a.

ElectrabelNederlandNV/Netherland 43.2 n.a.

EnergieduRhone/France 21.17 n.a.

Polaniec/Portugal 24.7 n.a.

Distrigaz 46.28 n.a.

Fluxys 46.28 n.a.

TractebelUSAInc/U.S.A. 98.82 n.a.

Trigen/U.S.A. 98.82 n.a.
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TractebelLNGNA/U.S.A. 98.82 n.a.

TractebelLNGltd/U.S.A. 98.82 n.a.

Gerasul/Brazil 74.63 n.a.

CogenerationPublicCompany/Thai 96.87 n.a.

TractebelAndino/Chile 98.82 n.a.

HanjinCityGas/Southkorea 74.11 n.a.

●EON/Germany系 列

SydkraftAB/Sweden .1 n.a.

GraningeAB/Sweden 36.3 n.a.

EspoonSahkoOy/Finland 34 n.a.

E.ONBenelux .GenerationN.V./Netherland 100 n.a.

Del-dunantuiiAramszolgaltato/Hungary 92.4 n.a.

TiszantuliAramszolgaltatoRL/Hungary 92.4 n.a.

Eszak-dunantuliAramszolgaltatoRt/Hungary 27.7 n.a.

WattAG/Switzerland 24.5 n.a.

BKWFMBEnergieAG/Switzerland 20 n.a.

●RWE/Germany系 列

BudapestiElektromosMuvekRt./Hungary 55 n.a.

Eszak-magyarorszagiAramszolgaltatoRt./Hungary 54 n.a.

MatraiEromuRt.(MATRA}./Hungary 51 n.a.

TIGAZTiszantuliGazszolgaltatoRt./Hungary 44 n.a.

CONSOLEnergyInc./U.S.A. 72 n.a.

TCPPetcokeCorperatton/U.S.A. 50 n.a.

SocieteLuxembourgeoisedeCentralesNucleairesS.A./Luxembourg 100 n.a.

Turbogas-ProdutoraEnergetica.S.A./Portugal 75 n.a.

Motor-ColumbusAGJSwitzerland 20 n.a.

Naftaa.s./Slovakia 40 n.a.
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